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相談・情報提供
融資・リース・保証
補助金・出資
場の提供
その他

従業員に確実に退職金を支給したい
中小企業退職金共済制度（略称：中退共制度）

法律で定められた社外積み立て型の退職金制度です。国がサポートする中小企業のための退職金
制度なので、安全、確実、有利、しかも管理が簡単です。

金資出・金本資数員業従用常種業
一般業種（製造業、建設業等） ３００ 下以円億３下以人

卸 売 業 １００人以下 または １億円以下
サービス業 １００ 下以円万千５下以人
小 売 業 ５０ 下以円万千５下以人

下記の場合は加入できません
①個人企業の事業主及び小規模企業共済制度に加入している方
②法人企業の役員（従業員兼務役員は加入できます）
③中小企業退職金共済法に基づく特定業種（建設業、清酒製造業、林業）退職金共済制度に
加入している従業員（同一従業員の重複加入はできません）

お問い合わせ先
独立行政法人 勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済事業本部
TEL：０３―６９０７―１２３４ http://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/

対象者
（１）加入対象企業（共済契約者）※個人企業や公益法人等の場合は、常用従業員数によります。

（２）加入させる従業員（被共済者）
原則、全従業員です。
短時間労働者（パートタイマー等）も加入できます。

内 容
制度の特色
①掛金の一部を国が助成します。
②掛金は全額非課税です。
③毎月の掛金は口座振替です。なお、掛金は全額事業主負担です。
④毎月の掛金は従業員ごとに無理のない掛金月額の選択が可能です。
⑤加入前の勤務期間の通算と転職した場合の通算制度があります。
⑥退職金は直接、従業員へ支給されます。

活用方法
制度のしくみ
①事業主が中小企業退職金共済事業本部と退職金共済契約を結びます。
②毎月の掛金を金融機関に納付します。
③従業員が退職したときは、その従業員の請求に基づいて中小企業退職金共済事業本部から退職金が
直接支払われます。

相談・情報提供
融資・リース・保証
補助金・出資
場の提供
その他

取引先の倒産による
自社の連鎖倒産を防止したい
経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済制度）

取引先事業者が倒産し、売掛金債権等が回収困難になった場合に、貸付けが受けられる共済制度
です。「もしも」のときの資金調達手段として当面の資金繰りをバックアップします。

対象者
１年以上継続して事業を行っている中小企業者です。

内 容
加入後６か月以上経過して取引先事業者が倒産（注）した場合、売掛金などの回収が困難となった額
と、納付した掛金総額の１０倍に相当する額のいずれか少ない額（貸付限度額８，０００万円）の貸付を受
けることができます。（注：倒産には「夜逃げ」は含まれません。）
（１）毎月の掛金

①掛金月額は５，０００円から２００，０００円の範囲内（５，０００円単位）で設定でき、加入後増額・減額
することもできます。掛金総額は８００万円まで積立てることができます。（減額には一定の要
件が必要です。）
②掛金総額が掛金月額の４０倍に達した後は掛け止めもできます。また４０か月以上納付し、任意
解約した場合、１００％掛金が戻ります。

（２）税法上の特典
掛金は必要経費（個人）または損金（法人）に算入できます。

（３）共済金の貸付の条件
①貸付けにあたっては、担保・保証人は必要ありません。
②共済金の貸付けは無利子ですが、貸付けを受けた共済金の１０分の１に相当する額が掛金総額
から控除されます。
③償還期間は貸付額に応じて償還期間（５年、６年、７年）がかわります。（償還期間には６
か月の据置期間が含まれます。）
④早期償還手当金は貸付けを受けた共済金を当初の約定償還期限より早期に完済して、一定の
条件を満たす場合に支給されます。

（４）一時貸付金制度
臨時に事業資金を必要とする時は、解約手当金の 95％の範囲内で貸付けを受けることができます。

活用方法
（１）（公財）福岡県中小企業振興センターの担当者から、十分に説明を受けたうえで、申し込んで

ください。（申込金は不要です。）
（２）中小企業基盤整備機構（中小機構）の加入審査後、加入が認められた場合は中小機構から共済

契約締結書・加入者必携をお送りします。

（４）取引先が倒産し、回収が困難となった売掛金債権等が生じましたら、加入手続きを行った委託
機関に共済金の貸付請求をしてください。

（５）共済金の請求を行った後、中小機構の審査が済み次第、共済金貸付決定通知書が届きますの
で、あらかじめ指定した金融機関で共済金をお借り入れください。

お問い合わせ先
（公財）福岡県中小企業振興センター経営支援部 取引支援室 情報取引推進課
TEL：０９２―６２２―６６８０ FAX：０９２―６２４―３３００ http://www.joho-fukuoka.or.jp

（３）掛金の初回の引き落としは、原則として加入申込月の翌々月となります。（加入申込月の当月
分と翌月分、翌々月分の３か月分の掛金が請求され、その後は毎月請求されます。この他、加
入時のみ振込みによる前納もございます。）




